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研究成果の概要： 
 坑井から数十 m 以内に存在するき裂や断層の３次元イメージングを可能にする指向性ボア

ホールレーダを開発した。ダイポールアレーアンテナを同軸ケーブルで給電し、到達時間差で

波の到来方向を推定するレーダシステムである。導体円柱とアンテナ間の干渉の度合いを定量

化することに成功し、これを用いてアンテナの設計手法を確立した。この設計法では坑井の影

響であるボアホール効果が十分に考慮されている。フィールド実験では６ｍ離れた位置に存在

する波源の方向を推定でき、設計手法の有効性を実証した。 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 光変調器型レーダによる３次元計測 
大気中CO2抑制のため、回収したCO2を地下

深部に貯留させる方法が有望視されている。
また、原子力発電所から排出された放射性廃
棄物は地層へ処分する方向で進行中である。
これらの技術を安全かつ確実に行うために
は、き裂や断層を３次元的に位置形状推定す
ることが不可欠であり、水の流路となり得る
厚さ数mm以下のき裂を 10m 以上の範囲でイ
メージングできる技術が必要である。直径

10cmほどの坑井内で周波数 10-500MHzの電磁
波をつかうボアホールレーダが 1970-80年代
から国際的に研究開発されている。使用波長
は数cm～数十cm程度であり、波長と同程度の
空間分解能が期待できる。ボアホールレーダ
では坑井の形状による制約から、通常ダイポ
ールアンテナを用いる。この場合、坑井の周
方向で無指向性となり、物体が存在する深度
や距離に対する推定に限定されていた。この
ため、３次元推定を目的とした指向性ボアホ
ールレーダの開発は国際的に重要課題とな
っていた。代表者らは、欧米諸国とは異なる



独自のダイポールアレーアンテナを提案し、
本アンテナを用いたき裂や断層の３次元イ
メージングをおこなってきた。この中では、
アンテナ素子の給電点で電気/光変換する光
変調器を導入することを提案し、光変調器を
用いたアレー型ボアホールレーダ（以後、光
変調器型レーダと呼ぶ）を世界に先駆けて開
発した。この 2007 年 3 月までに代表者らは
光変調器型レーダで花崗岩中のき裂上の反
射点の３次元追尾に成功した。 
 
(2) ボアホール効果の理論計算 
ボアホールレーダでは、坑井がアンテナ特

性へ影響を与える「ボアホール効果」が国際
的に認識され、数グループが FDTD 法(有限差
分時間領域法)による計算法を提案した。こ
れに対し、申請者は高速計算が可能なモーメ
ント法(Method of Moment、境界要素法の１
つ)をベースとしてボアホール効果を考慮し
たアンテナ特性計算法 (ボアホールレーダ
モーメント法、以後、BRMoM と呼ぶ)を独自に
開発し、本計算方法の有効性をフィールド実
験データとともに検証した。本計算方法は光
変調器型レーダでアンテナ設計及び信号処
理に十分使用されている。 
 
(3) 感度向上の必要性 
光変調器型レーダではダイポールアンテ

ナを円筒状にアレー配列している。代表者の
計算では、波長よりも短いアンテナ（微小ダ
イポール）を用いる必要がある。微小ダイポ
ールは広帯域で一定したアンテナ特性が得
られる一方、感度が低い。微小ダイポールの
インピーダンスは純抵抗＋容量性リアクタ
ンスであるが、光変調器のインピーダンスは 
3pF 程度の容量性リアクタンスである。この
ため、アンテナと光変調器はインピーダンス
マッチングが極めて悪く、感度の低下をもた
らす。不均質な花崗岩中や海水を含む導電性
媒質では、坑井から 1～2 m 程度以下の探査
距離しか得られない場合がある。広範囲でき
裂や断層の３次元イメージングを可能にす
るにはレーダシステムの高感度化が必要で
ある。光変調器型レーダの精度は維持しなが
らも、高感度化を目指すことが必要である。
そこで本研究では、特性インピーダンス 50 
Ω の同軸ケーブルをダイポールアンテナへ
給電する新しいアンテナを導入することに
した。 
 
２．研究の目的 
本研究はき裂や断層の３次元イメージン

グを 10～500MHz の電磁波で可能にするこ
とを目的とする。このため、レーダシステム
として、同軸給電アレー型ボアホールレーダ
（以後、同軸型レーダと呼ぶ）を開発の対象
にする。さらに、本レーダの設計手法を確立

し、坑井内で電磁波の到来方位角を推定でき
ることをフィールド実験で実証する。 
 
３．研究の方法 
(1) 同軸型レーダの設計法確立 

ダイポールアンテナを直径 2b の円状に
配列し、アンテナそれぞれに細い同軸ケーブ
ル ( 50Ω ) で給電する。これらダイポールア
ンテナの受信電圧を測定し、波の到達時間差
より到来方向を推定する。同軸ケーブルは坑
井内の中央で導体円柱内に収束させる。この
導体円柱内には高周波信号/光変換や増幅の
ための電子回路、電池が内蔵される。このよ
うなアンテナは図１のようにモデル化でき
る。１本のダイポールアンテナの長さは 2h 
であり、導体円柱の長さは 2h’ である。実際
の製作のことを考えると、  と仮定
してよい。重要なことはアンテナの周囲には
円柱状の境界面が存在することであり、この
影響もアンテナ解析の際に組み込むことが
必要である。この境界面は坑井内に存在する
水が存在することに起因する。 
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図１ ダイポールアレーアンテナのモデル 

 
本アンテナ設計の重要な点は各アンテナ

と中心に存在する導体円柱の間に干渉が生
じることである。ある条件下ではこの干渉が
大きく、波の到来方向推定ができなくなる。
本研究では、この干渉の大きさを定量的に表
す式を提案した。BRMoM によると、坑井の
外から電磁波が直交入射すると仮定すると
き、各アンテナの給電点に流れる電流 nI  は
以下のように分離できる。 
 
 (1) (2)

n n nI I I= +  
 
ここで、 (1)

nI  はアレーアンテナへ直接入射す
る直接波の成分、 (2)

nI は中心導体円柱で散乱
された散乱波の成分である。このとき、本研
究では、導体円柱とアンテナ間の干渉度を定
量化するため、干渉度を 
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と定義する。これは周波数 f[Hz] の関数であ
る。干渉度が小さいときには干渉が小さくな
り、アレーアンテナで測定が可能になる。考
察によると、この干渉度が I0 = -10 dB 以下
のとき、到来方向推定が可能である。干渉度
を実際に計算すると、図２(a)のように、導体
円柱の長さ 2h’ と波長によって決まる半波
長共振の周波数で干渉度は最大値をとった
あと、周波数が上昇するにつれて緩やかに減
少する。この共振周波数よりも上の周波数で
アンテナを使用することを考えると、アンテ
ナを使用可能な最低周波数 f0 は 
 
 10 0 020log ( ) ( )I f I f f≤ ≤  
 
で決定できる。この周波数 f0 を下側の遮断
周波数と呼ぶことにする。使用可能な周波数
の上限はアンテナ素子間の共振である
Phase-Sequence Resonance (PSR) が関係して
いる。PSR はアレー信号に波の到来方向に影
響を与えることがわかっており、PSRが生じ
る周波数帯域は使用することは避ける必要
がある。BRMoM によると、ある周波数 f1 よ
りも低い周波数帯域でこの共振の影響を受
けないことがわかっており、この周波数 f1 
を上側の遮断周波数と呼ぶことにする。以上
まとめると、使用周波数 f が 
 
 0 1f f f≤ ≤  
 
を満たすとき、あらゆる共振や干渉に影響さ
れずに波の到来方向を推定できると予想さ
れる。 
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図２ 干渉度とPSR解析結果 使用パラメー
タ： 2h=20cm、2h’=135cm、2a=2、(a) 青線：
干渉度、赤点線：I0 = - 10dB、赤破線：f0=138 
MHz (b) PSR解析。赤破線:  1 277 MHzf =
 

 
(2) 設計法のフィールド実験による検証 
図３は試作した同軸型レーダのブロックダ

イアグラムを示す。これらのうち、高周波ス
イッチ、アンプやレーザダイオードが中心導
体円柱へ内蔵される。このため、導体円柱の
一部の直径は太くなる。図４に実際に試作し
たダイポールアンテナの図を示す。アンテナ
素子は４つであり、それぞれのアンテナが細
いセミリジッドケーブルを介して高周波ス
イッチに接続される。図１と図４間の相違は
中心導体円柱の一部の太さが異なる点と導
体円柱とアンテナ素子間に同軸ケーブルが
存在する点である。理論解析する際には、太
い直径を細い導体円柱と近似した。これらの
相違を無視できるならば、試作したアンテナ
の干渉度は図２で与えられる。 
フィールド実験は花崗岩を母岩とする大阪

電気通信大学構内の四條畷実験場で行った。
図５のように、坑井間距離 6m の２本の坑井 
BR2 及び BR3 を用いた。ベクトルネット
ワークアナライザを用いて、0.3 – 300 MHz 
の周波数帯域で測定した。信号処理のフロー
チャートを図６に示す。非常に重要な処理は
３番目のバンドパスフィルタ処理である。こ
こでのバンドパスフィルタは図７(b)及び(c)
に示すフィルタAとフィルタBを用意した。図
中には、干渉度によって定められた下側の遮
断周波数 f0 と上側の遮断周波数 f1 も示し
た。干渉度の解析によると、フィルタAでは
干渉が大きい周波数帯域を含んでいるので、
到来方向推定が困難になることが予想され
る。一方、フィルタBでは干渉が大きくなる
帯域を含んでいないので、推定が良好にでき
ることができると予想できる。 
図 8 (b) 及び図 9(b) は各フィルタを用い

た場合の時間領域波形を示す。約 60 ns 付
近に送信アンテナからの直接波が到来して
いる。これらの受信波形はそれぞれ図 8 (a) 
及び図 9(a) の波が送信アンテナ給電点に入
力されたときの応答と考えることができる。
図 8(c) 及び 図 9(c) は各フィルタ処理後の
時間領域波形の到達時間差から各到達時刻
における波の到来方向の推定値を示してい
る。本図で、’true’ が付された破線は真の送
信アンテナの方向を示す。図 8(c) では、直接
波の振幅が大きくなる 60 ~ 80 ns で、推定
誤差が大きくなっている。当初予想したとお
り、これは中心導体円柱からの散乱波の成分
が大きいためである。一方、図 9(c)では、直
接波が到達する 50 ～ 70 ns で、精確に推
定が行えている。この結果も予期したとおり
であり、干渉度が中心導体円柱からの散乱波
の成分が大きくなる周波数を正確に推定で
きていると考えてよい。 
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図３ 試作したレーダのブロックダイアグ

ラム 
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図４ 試作したセミリジッドケーブルで給

電したダイポールアレーアンテナ (a) 
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図５ フィールド実験 
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図６ 信号処理 
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図７ パワースペクトルとフィルタ (a) 受

信したパワースペクトル (b) フィル
タ A (c) フィルタ B 
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図８ フィルターAを用いた場合の結果 
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図９ フィルターB を用いた場合の結果 
 
 
４．研究成果 
本研究の成果をまとめると以下のように

なる。 
 
１． 高感度化が期待でき、製作が容易な同軸

型指向性ボアホールレーダを試作した。 
２． 同軸型指向性ボアホールレーダにおけ

る指向性アンテナの設計手法を提案し
た。 

３． 上記の２の設計手法が妥当であること
を花崗岩中におけるフィールド実験で
実証した。 

 
上記の成果により、坑井内でのダイポールア
レーアンテナの使用に関しては、光変調器な
どの感度の抑圧や高コストを招くデバイス
を使用せずに実現できることを示した。国際
的には、指向性ボアホールレーダの実現のた
め、1) 直交ループアンテナの使用 や 2) キ
ャビティーバックドダイポールの使用が提
案され、一部は商用システムが存在している。
これらはいずれも一般に高度な計測ができ
るアレーアンテナの原理を用いていない。こ
のような状況において、本研究の意義は、坑
井内でアレーアンテナを用いたボアホール
レーダシステムの実用化の可能性を与えた
ということである。 
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